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第1条 通則 
本規則の規定に従って，次のものが徴収される。 
(a) 条約及び施行規則に定める欧州特許庁(以下「庁」という)に納付すべき手数料並びに第3
条(1)により庁長官が定める手数料及び経費 
(b) 特許協力条約(以下「PCT」という)に規定され，かつ，庁がその額を定めることができ

る手数料及び経費 
 
第2条 条約及び施行規則に定める手数料 
(1) 第1条に基づき庁に納付すべき手数料は，(2)に定められている場合を除き，次のとおり

とする。 
1. 出願手数料(条約第78条(2))                                                   EUR 
(i) 欧州特許出願若しくは必要に応じてその翻訳文（条約第14条(2))を文字コード

形式でオンライン提出する場合，又は 
国際出願に関して,31月以内(施行規則159(1))に欧州段階への移行申請様式(EPO様

式1200)及び国際出願若しくは必要に応じてその翻訳文(施行規則159(1)(a))を文字

コード形式でオンライン提出する場合，並びに欧州段階(施行規則159(1)(b))の手

続における補正をすべて，文字コード形式でオンライン提出する場合 

105 
 
 

(ii) (i)にいうすべての書類について，何れかの書類が文字コード形式以外の形式で

オンライン提出されている場合 
135 

(iii) (i)(ii)以外の場合 285 
1a. 追加手数料                                                                EUR 
35頁を超えて構成される欧州特許出願の追加手数料 
(配列一覧の部分を構成する頁を算入しない) 
(施行規則38(2)) 

第36番目の頁及び 
それに続く各頁につき

17 EUR加算 
1b. 追加手数料                                                                EUR 
先の分割出願をもとにした分割出願の追加手数料(規則38(4)) 
第2回目の分割出願の手数料 235 
第3回目の分割出願の手数料 480 
第4回目の分割出願の手数料 715 
第5回目以降の分割出願の手数料 955 
2. 調査手数料                                                                 EUR 
2005年7月1日以後に提出された出願に関する欧州調査又は欧州補充的調査(条約第

78条(2)，施行規則62，同規則64(1)，施行規則56a(8)，条約第153条(7)及び施行規

則164(1)及び(2)) 

1460 

2005年7月1日より前に提出された出願に関する欧州調査又は補充的欧州調査(条約

第78条(2)，施行規則64(1)，条約第153条(7)) 
1000 

国際調査(PCT規則16.1，PCT規則20.5の2に関連したPCT規則40の2及び施行規則

158(1)) 
1775 

補充的国際調査(PCT規則45の2.3(a)) 1775 
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3. 指定手数料                                                                 EUR 
2009年4月1日以後に提出された出願に関する1以上の締約国に対する指定手数料

(条約第79条(2)) 
660 

4. 更新手数料                                                                  EUR 
欧州特許出願の更新手数料(条約第86条(1))。出願日から起算して  
－ 3年次 530 
－ 4年次 660 
－ 5年次 925 
－ 6年次 1180 
－ 7年次 1305 
－ 8年次 1440 
－ 9年次 1570 
－ 10年次及びその後の各年次 1775 
5. 追加手数料                                                                  EUR 
欧州特許出願の更新手数料の遅延納付に要する追加手数料 
(施行規則51(2)) 

遅延した更新手数料の

額の50％ 
6. 審査手数料(条約第94条(1))                                                    EUR 
2005年7月1日前になされた出願 2055 
2005年7月1日以後になされた出願 1840 
2005年7月1日以後になされた国際出願であって補充的欧州調査報告が作成されて

いないもの(条約第153条(7)) 2055 
7. 特許付与手数料                                                              EUR 
2009年4月1日以後になされた出願に関する欧州特許明細書公告手数料を含む(施行規則71(3)) 
(i) 2018年4月1日以降に，出願の補正，訂正及びクレームの翻訳文が文字コード形

式でオンライン提出されている場合 930 
(ii) その他の場合 
－2018年4月1日から庁長官によって設定された日までの期間に特許付与手数料が

納付された場合 
－庁長官によって設定された日以降に特許付与手数料が納付された場合 

1040 
 

1150 
8. 公告手数料                                                                  EUR 
欧州特許の新規明細書の公告手数料(施行規則82(2)，規則95(3)) 85 
9. 割増料                                                                      EUR 
補正された形による欧州特許の維持のために必要な手続の遅延行為に対する割増

料(施行規則82(3)，規則95(3)) 
135 

10. 異議申立手数料                                                            EUR 
条約第99条(1)，第105条(2) 880 
10a. 限定又は取消手数料(条約第105a条(1))                                       EUR 
－ 限定の請求 
－ 取消の請求 

1305 
590 
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11. 審判請求手数料(条約第108条)                                               EUR 
－ 施行規則6(4)及び(5)に記載の個人並びに事業体による請求 
－ 上記以外による請求 

2015 
2925 

11a.（拡大審判部への）再審理申請手数料                                       EUR 
条約第112a条(4) 3270 
12. 手続続行手数料 (施行規則135(1))                                           EUR 
－ 手数料の遅延納付の場合 関連手数料の50% 
－ 施行規則71(3)に基づく必要な手続の遅延遂行の場合 290 
－ その他の場合 290 
13. 権利回復(re-establishment of rights)手数料                                  EUR 
／回復請求(requesting restoration)手数料／権利回復(reinstatement of rights)手数料 
施行規則136(1)，PCT規則26の2.3(d)，PCT規則49の3.2(d)，PCT規則49.6(d)(i) 720 
14. 変更手数料                                                                EUR 
条約第135条(3), 条約第140条 85 
14a. 配列一覧の遅延提出手数料                                                EUR 
施行規則30(3) 255 
15. クレーム手数料                                                            EUR 
2009年4月1日以後になされた出願に関する(施行規則45(1)，施行規則71(4) 
及び施工規則162(1)) 
－ 第16番目のクレーム及びそれに続く50を限度とする各クレーム 265 
－ 第51番目のクレーム及びそれに続く各クレーム 660 
16. 費用の裁定手数料                                                          EUR 
施行規則88(3) 85 
17. 証拠保全のための手数料                                                    EUR 
条約第123条(3) 120 
18. 国際出願の送付手数料(施行規則157(4))                                      EUR 
－PCT願書及び国際出願が，受理官庁としての庁に文字コード形式でオンライ

ン提出された場合 
0 

－ 上記以外の場合 145 
19. 国際出願の予備審査手数料                                                  EUR 
PCT規則58及び施行規則158(2) 1840 
20. 技術的意見に対する手数料                                                  EUR 
条約第25条 4385 
21. 異議申立手数料                                                            EUR 
施行規則158(3)，PCT規則40.2(e)及び規則68.3(e) 980 
22. 再審理手数料                                                              EUR 
PCT規則45の2.6(c) 980 
 
(2) 2009年4月1日前になされた欧州特許出願及び同日より前に地域段階に入った国際出願に

ついては，2009年3月31日まで施行中の手数料に関する規則の第2条(3)，(3a)，(7)及び(15)



 5

は，次のとおりとする。 
 
3. 指定手数料                                                               EUR 
各指定締約国に対する複数の指定手数料(条約第79条(2))は，この7倍の額の納付

により，全指定締約国について納付したものとみなす。 
115 

3a. 共通指定手数料                                                          EUR 
スイス連邦及びリヒテンシュタイン公国に対する共通指定手数料 115 
7. 特許付与手数料                                                           EUR 
欧州特許明細書の印刷手数料を含む特許付与手数料(施行規則71(3))であって，公告すべき

出願書類が次のとおり構成されるもの 
7.1 印刷すべき出願書類が35頁以内の場合，かつ 
(i) 2018年4月1日以降に，出願の補正，訂正及びクレームの翻訳文が文字コード

形式でオンライン提出されている場合 
930 

(ii) (i)以外の場合 
－2018年4月1日から庁長官によって設定された日までの期間に特許付与手数料

が納付された場合 
－庁長官によって設定された日以降に特許付与手数料が納付された場合 

 
1040 

 
1150 

7.2 印刷すべき出願書類が35頁を超える場合; 
7.1 の手数料への追加金額 第36番目の頁以後の各頁につき16EURを加算 
15. クレーム手数料                                                          EUR 
第16番目のクレーム及びそれに続く各クレームに対するクレーム手数料(施行規則

45(1)，規則71(4)及び規則162(1)) 
265 

 
(3) 庁長官は、規則2(1)及び(2)に規定された書類の形式を決定し、規則２(1)及び(2)に規定さ

れた書類が文字コード形式でオンライン提出されたとみなされる条件を定めることができ

る。 
(4) 電気通信手段又は規則2(1)及び(2)に規定された書類の形式の使用に係る手数料金額は、 
庁長官が定める日まで適用されない。 
 
第3条 庁長官が定める手数料，経費及び価格 
(1) 庁長官は，施行規則に規定する管理手数料の額及び適正な場合は第2条に規定するもの

以外の庁が行う業務に対する手数料及び経費の額を定める。 
(2) 庁長官は，条約第93条，第98条，第103条及び第129条にいう刊行物の価格も定める。 
(3) 第2条に規定する手数料の額並びに(1)に従って定める手数料及び経費の額は，欧州特許

庁公報及びウェブサイトに掲載する。 
 
第4条 手数料の納付期日 
(1) 条約，PCT又はこれらの施行規則の規定により納付期日が定められていない手数料につ

いては，その手数料が課される業務を求める請求書の受領日を納付期日とする。 
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(2) 庁長官は，(1)の意味における業務が対応する手数料の前納に左右されない旨を決定する

ことができる。 
 
第5条 手数料の納付 
(1) 庁に納付すべき手数料は，ユーロで，庁の銀行口座への納付又は振込で支払う。 
(2) 庁長官は，(1)に定める以外の手数料の納付方法を認めることができる。 
 
第6条 納付に関する細目 
(1) 各納付においては，納付する者の名称を表示し，かつ，庁がその納付の目的を直ちに確

認することができるように必要な事項を記載しなければならない。 
(2) 納付の目的を直ちに確認することができない場合は，庁は，納付する者に対し，庁が指

定することができる期間内に，その目的を書面で庁に通告するよう要求する。その者が期限

内にこの要求に応じない場合は，納付は行われなかったものとみなす。 
 
第7条 納付日とみなされる日 
(1) 庁に対して納付されたものとみなす日は，納付額又は振込額が庁の銀行口座に実際に入

金された日とする。 
(2) 庁長官が，第5条(2)の規定に従い，第5条(1)に定める以外の手数料の納付方法を認める

場合は，長官は，そのような納付がされたものとみなす日も定める。 
(3) (1)及び(2)の規定に基づいて，手数料の納付が，納付期間の満了までにされなかったもの

とみなされた場合において，納付履行者が納付期間内に締約国において次の条件の1を満た

している旨の証拠を庁に提出したときは，その期間は，遵守されたものとみなす。 
(i) その者が金融機関を介して納付を行ったこと 
(ii) その者が金融機関に納付額の振込を正規に依頼したこと 

(4) 庁は，納付履行者に対し，庁が指定する期間内に，(3)に規定する条件が満たされた日付

に関する証拠を庁が規定する期間内に提出することを指令することができる。その者がこの

指令に応じない場合又はその証拠が不十分な場合，納付期間は，遵守されなかったものとみ

なす。 
 
第8条 納付額の不足 
原則として，手数料の全額が期限までに納付された場合に限り，納付期限は，遵守されたも

のとみなす。手数料の全額が納付されなかった場合は，納付された額は，納付期間が満了し

た後に払い戻される。ただし，庁は，期間終了前の残された期間内に可能な限り，納付を行

う者に不足額の納付の機会を与えることができる。庁は，また，正当と考えられる場合は，

納付を行う者の権利を害することなく，少額の不足分を見過ごすこともできる。 
 
第9条 調査手数料の払戻 
(1) 庁が調査報告を作成し始めないうちに欧州特許出願が取り下げられ，拒絶され又は取下

とみなされた場合は，欧州調査又は補充的欧州調査のために納付された調査手数料は全額払

い戻される。 
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(2) 欧州調査報告が，優先権が主張される出願に関して又は条約第76条若しくは施行規則17
の意味における先の出願に関して，庁が作成した先の調査報告を基礎とする場合は，庁は，

長官の決定に従って出願人に払戻をするが，その金額は先の調査の種類及び庁がその後の調

査を行う上で先の調査報告から受ける便宜の程度によるものとする。 
 
第10条 技術的意見に対する手数料の払戻 
庁が技術的意見を作成し始めないうちに技術的意見を求める請求が取り下げられた場合は，

条約第25条に基づく技術的意見を求める手数料は，75％の金額が払い戻される。 
 
第11条 審査手数料の払戻 
条約第94条(1)に規定する審査手数料は，次のとおり払い戻される。 
(a) 審査部が担当する前に欧州特許出願が取り下げられ，拒絶され又は取下とみなされた場

合は，全額 
(b) 審査部が担当することになった後，実質的審査が始まる前に欧州特許出願が取り下げら

れ，拒絶され又は取下とみなされた場合であって，かつ，審査部が発出した条約第94条(3)
に基づく最初の指令に対する応答期限の満了前又は当該指令が施行規則第71条(3)に基づく

査定日より前に審査部から発出されていないとき，75％ 
 
第12条 些少金額の払戻 
手数料に対して過剰な金額が納付された場合において，超過金額が些少であり，かつ，当事

者が払戻を明示的に請求しなかったときは，超過金額の払戻は行われない。庁長官は，些少

金額がいくらであるかを定める。 
 
第13条 財政義務の終了 
(1) 庁への手数料納付に対する機構の権利は，手数料が納期となる暦年の終了から4年後に

消滅する。 
(2) 手数料を超過して納付した手数料又は金額の庁による払戻についての機構に対する権利

は，権利が発生した暦年の終了から4年後に消滅する。 
(3) (1)及び(2)に定める期間は，(1)に係る事案の場合は手数料の納付請求によって中断し，

(2)に係る事案の場合は理由のある書面による請求によって中断する。この期間は中断後直ち

に再開しそれが最初に始まった年の終了の遅くとも6年後に終わる。ただし，その間に権利

を行使する司法手続が始まった場合は，この限りでない。この場合は，期間は，早くとも判

決が執行された後1年で終了する。 
(4) 庁長官は，未納金額の強制的回収について，回収すべき金額が些少であるか又はそのよ

うな回収が過度に不明確な場合は，その手続を放棄することができる。 
 
第14条 手数料の減額 
(1) 施行規則6(3)に規定する減額は，出願手数料，審査手数料の30％とする。 
(2) 庁が国際予備審査報告を作成した場合は，審査手数料を75％減額する。報告書が，PCT
第34条(3)(c)に従って国際出願の一定の部分に関して作成された場合において，報告書で取

り扱われない主題が審査されるときは，手数料は減額されない。 
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第15条 施行 
本規則は，1977年10月20日に施行する。 
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